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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　芳香族ポリアミドよりなるナノろ過膜又は逆浸透膜の阻止率向上剤であって、重量平均
分子量２,０００～６,０００のポリアルキレングリコール鎖を有する化合物を含有するこ
とを特徴とするナノろ過膜又は逆浸透膜の阻止率向上剤。
【請求項２】
　ポリアルキレングリコール鎖に、イオン性基が導入されてなる請求項１記載のナノろ過
膜又は逆浸透膜の阻止率向上剤。
【請求項３】
　ポリアルキレングリコール鎖がポリエチレングリコール鎖である請求項１又は請求項２
記載のナノろ過膜又は逆浸透膜の阻止率向上剤。
【請求項４】
　無機電解質又は水溶性有機化合物からなる阻止率確認トレーサーを含有する請求項１な
いし請求項３のいずれか１項に記載のナノろ過膜又は逆浸透膜の阻止率向上剤。
【請求項５】
　請求項１ないし請求項４のいずれか１項に記載のナノろ過膜又は逆浸透膜の阻止率向上
剤を水で希釈して得たポリアルキレングリコール鎖を有する化合物の濃度が０．０１～１
０ｍｇ／Ｌの水溶液を、芳香族ポリアミドよりなるナノろ過膜又は逆浸透膜に接触させる
ことを特徴とするナノろ過膜又は逆浸透膜の阻止率向上方法。
【請求項６】
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　請求項１ないし請求項４のいずれか１項に記載のナノろ過膜又は逆浸透膜の阻止率向上
剤を水で希釈して得たポリアルキレングリコール鎖を有する化合物の濃度が０．０１～１
０ｍｇ／Ｌの水溶液を、芳香族ポリアミドよりなるナノろ過膜又は逆浸透膜に接触させる
ことにより阻止率を向上させてなることを特徴とするナノろ過膜又は逆浸透膜。
【請求項７】
　請求項１ないし請求項４のいずれか１項に記載のナノろ過膜又は逆浸透膜の阻止率向上
剤を水で希釈して得たポリアルキレングリコール鎖を有する化合物の濃度が０．０１～１
０ｍｇ／Ｌの水溶液を、芳香族ポリアミドよりなるナノろ過膜又は逆浸透膜に接触させる
ことにより阻止率を向上させてなるナノろ過膜又は逆浸透膜を用いて、被処理水を処理す
ることを特徴とする水処理方法。
【請求項８】
　少なくとも２つの膜モジュールを用い、被処理水を第１の膜モジュールに通水して得ら
れた濃縮水の少なくとも一部を第２の膜モジュールで処理する水処理方法であって、第１
の膜モジュール及び／又は第２の膜モジュールが、請求項１ないし請求項４のいずれか１
項に記載のナノろ過膜又は逆浸透膜の阻止率向上剤を水で希釈して得たポリアルキレング
リコール鎖を有する化合物の濃度が０．０１～１０ｍｇ／Ｌの水溶液を、芳香族ポリアミ
ドよりなるナノろ過膜又は逆浸透膜に接触させることにより阻止率を向上させてなるナノ
ろ過膜又は逆浸透膜を用いたものであることを特徴とする水処理方法。
【請求項９】
　被処理水が、ホウ素３～８ｍｇB／Ｌを含有する請求項７又は請求項８記載の水処理方
法。
【請求項１０】
　請求項１ないし請求項４のいずれか１項に記載のナノろ過膜又は逆浸透膜の阻止率向上
剤を水で希釈して得たポリアルキレングリコール鎖を有する化合物の濃度が０．０１～１
０ｍｇ／Ｌの水溶液を、芳香族ポリアミドよりなるナノろ過膜又は逆浸透膜に接触させる
ことにより阻止率を向上させてなることを特徴とするナノろ過膜又は逆浸透膜を用いた水
処理装置。
【請求項１１】
　少なくとも２つの膜モジュールを有し、第２の膜モジュールは、第１の膜モジュールの
濃縮水側に接続されている水処理装置であって、第１の膜モジュール及び／又は第２の膜
モジュールが、請求項１ないし請求項４のいずれか１項に記載のナノろ過膜又は逆浸透膜
の阻止率向上剤を水で希釈して得たポリアルキレングリコール鎖を有する化合物の濃度が
０．０１～１０ｍｇ／Ｌの水溶液を、芳香族ポリアミドよりなるナノろ過膜又は逆浸透膜
に接触させることにより阻止率を向上させてなるナノろ過膜又は逆浸透膜を用いたもので
あることを特徴とする水処理装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ナノろ過膜又は逆浸透膜の阻止率向上剤、阻止率向上方法、ナノろ過膜又は
逆浸透膜、及び、水処理方法に関する。さらに詳しくは、本発明は、透過流束を高く維持
したまま、ナノろ過膜又は逆浸透膜の阻止率、特に非イオン性溶質に対する阻止率を向上
させることができるナノろ過膜又は逆浸透膜の阻止率向上剤、該阻止率向上剤を用いるナ
ノろ過膜又は逆浸透膜の阻止率向上方法、該方法により阻止率が向上したナノろ過膜又は
逆浸透膜、該ナノろ過膜又は逆浸透膜を用いる水処理方法、及び、該ナノろ過膜又は逆浸
透膜を用いた水処理装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　水資源を有効に利用するために、排水を回収し、再生、再利用するプロセスの導入が進
んでいる。水質の高い処理水を得るためには、電解質除去、中低分子除去を行うことがで
きるナノろ過膜や逆浸透膜の使用が不可欠である。尿素やイソプロピルアルコールなどの
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非イオン性の有機低分子の除去は、逆浸透膜でも困難であり、塩化ナトリウムの阻止率が
９９％以上の膜であっても、イソプロピルアルコールの阻止率は９０～９７％程度であり
、尿素の場合は数１０％程度の阻止率しか得られない。したがって、ナノろ過膜及び逆浸
透膜の阻止率向上が求められている。
【０００３】
　ナノろ過膜や逆浸透膜などの選択性透過膜の阻止率は、水中に存在する酸化性物質や還
元性物質などの影響や、あるいはその他の理由による素材高分子の劣化によって低下し、
必要とされる処理水質が得られなくなる。この変化は、長期間使用しているうちに少しず
つ起こることも、事故によって突発的に起こることもあり得る。その際、装着しているモ
ジュールから膜を取り外さずに劣化した状態から回復させ得ること、さらに可能であるな
らば、供給水を処理する操作を継続しながら回復させ得ることが求められている。酸化な
どにより阻止率の低下した逆浸透膜の阻止率を回復させることができれば、回復のレベル
に応じた場所で使用することが可能となる。
【０００４】
　用水処理においては、エネルギーコストのかからない０.５ＭＰａ以下の超低圧での処
理が望まれている。ナノろ過膜は、超低圧での使用に適しているが、有機物や電解質に対
する阻止率が低く、目的に応じて阻止率を調節することができれば、適用範囲はさらに広
がると期待される。
【０００５】
　このために、ナノろ過膜、逆浸透膜などの阻止率向上方法の開発が進められている。例
えば、逆浸透膜の性能を長期にわたり維持して、逆浸透膜装置の運転を円滑化した逆浸透
膜の長期的性能維持法として、ポリビニルメチルエーテル、ポリエチレングリコールアル
キルエーテルなどの膜処理剤を高濃度の状態で逆浸透膜と接触させたのち、膜処理剤を低
濃度の状態で連続して逆浸透膜と接触させる逆浸透膜の長期的性能維持法が提案されてい
る（特許文献１）。
【０００６】
　逆浸透法などに使用する半透膜の不透過性の能力及び持続性を改善する方法として、実
質的量のアセチル基を有する補助ポリマーを有効量だけ半透膜に加える半透膜の処理法が
提案されている（特許文献２）。
【０００７】
　また、逆浸透法などに用いられる半透膜について、使用済み半透膜に限らず未使用の半
透膜にも適用して、溶媒透過性と溶質分離性を向上させる半透膜処理剤として、側鎖とし
てアセトキシ基及び末端カルボキシル基を有する有機基を有するビニル系ポリマーを含有
する処理剤が提案されている（特許文献３）。
【０００８】
　逆浸透用などの分野で利用される酢酸セルロース又はアクリロニトリル共重合物からな
る分離用膜の補修方法として、該膜と相溶性があり、可塑化作用を有する液状物質を欠陥
部に塗布して平滑化させる方法が提案されている（特許文献４）。
【０００９】
　さらに、逆浸透膜透過水中の溶質濃度低減効果を長時間持続させることができ、非電解
質有機物や中性領域では解離しないホウ素なども高い阻止率で分離できる逆浸透膜の処理
方法として、ポリアミドスキン層を有する逆浸透膜エレメントを搭載した膜分離装置にお
いて、逆浸透膜エレメントを膜分離装置内の圧力容器に充填したのち、逆浸透膜エレメン
トに臭素を含む遊離塩素水溶液を接触させる逆浸透膜エレメントの処理方法が提案されて
いる（特許文献５）。
【００１０】
　しかし、これらの処理方法や処理剤には、対象とする膜素材が限られる、向上可能な阻
止率が小さい、透過流束の低下が著しい、阻止率向上状態の持続性が不十分であるなどの
問題がある。
【００１１】



(4) JP 5151152 B2 2013.2.27

10

20

30

40

50

　世界的な水不足により、海水淡水化逆浸透膜プラントの建設が進んでいる。しかし、海
水中には３～８ｍｇB／Ｌのホウ素が含まれており、ＷＨＯガイドラインの０.５ｍｇB／
Ｌを達成しなければ、淡水化を行っても十分に安全な飲料水として使用することができな
い。既存の逆浸透膜では、ＷＨＯガイドラインを達成することができず、回収率５０～７
０％の条件で運転しても、ホウ素濃度１～２ｍｇB／Ｌ程度の処理水しか得られない。実
際の逆浸透膜プラントでは、逆浸透膜処理水を飲料水として使用するために、逆浸透膜処
理における回収率を下げる、逆浸透膜処理水と表層水を混合して希釈する、逆浸透膜処理
を多段で行う、吸着材による除去処理を行うなどの方法でホウ素濃度を低減している。し
たがって、処理コストの増大とプロセスの複雑化が問題となっている。
【特許文献１】特開昭５３－２８０８３号公報
【特許文献２】特開昭５０－１４０３７８号公報
【特許文献３】特開昭５５－１１４３０６号公報
【特許文献４】特開昭５６－６７５０４号公報
【特許文献５】特開２００３－８８７３０号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１２】
　本発明は、透過流束を高く維持したまま、ナノろ過膜又は逆浸透膜の阻止率、特に非イ
オン性溶質に対する阻止率を向上させることができるナノろ過膜又は逆浸透膜の阻止率向
上剤、該阻止率向上剤を用いるナノろ過膜又は逆浸透膜の阻止率向上方法、該方法により
阻止率が向上したナノろ過膜又は逆浸透膜、該ナノろ過膜又は逆浸透膜を用いる水処理方
法、及び、該ナノろ過膜又は逆浸透膜を用いた水処理装置を提供することを目的としてな
されたものである。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　本発明者は、上記の課題を解決すべく鋭意研究を重ねた結果、重量平均分子量２,００
０～６,０００のポリアルキレングリコール鎖を有する化合物の水溶液を用いてナノろ過
膜又は逆浸透膜を処理することにより、透過流束を大きく低下させることなく、阻止率を
向上させることができ、この処理は、未使用のナノろ過膜又は逆浸透膜に適用して性能を
向上するばかりでなく、使用により性能が低下したナノろ過膜又は逆浸透膜に適用して阻
止率を回復させ得ることを見いだし、この知見に基づいて本発明を完成するに至った。
【００１４】
　すなわち、本発明は、
（１）芳香族ポリアミドよりなるナノろ過膜又は逆浸透膜の阻止率向上剤であって、重量
平均分子量２,０００～６,０００のポリアルキレングリコール鎖を有する化合物を含有す
ることを特徴とするナノろ過膜又は逆浸透膜の阻止率向上剤、
（２）ポリアルキレングリコール鎖に、イオン性基が導入されてなる(１)記載のナノろ過
膜又は逆浸透膜の阻止率向上剤、
（３）ポリアルキレングリコール鎖がポリエチレングリコール鎖である(１)又は(２)記載
のナノろ過膜又は逆浸透膜の阻止率向上剤、
（４）無機電解質又は水溶性有機化合物からなる阻止率確認トレーサーを含有する(１)な
いし(３)のいずれか１項に記載のナノろ過膜又は逆浸透膜の阻止率向上剤、
（５）(１)ないし(４)のいずれか１項に記載のナノろ過膜又は逆浸透膜の阻止率向上剤を
水で希釈して得たポリアルキレングリコール鎖を有する化合物の濃度が０．０１～１０ｍ
ｇ／Ｌの水溶液を、芳香族ポリアミドよりなるナノろ過膜又は逆浸透膜に接触させること
を特徴とするナノろ過膜又は逆浸透膜の阻止率向上方法、
（６）(１)ないし(４)のいずれか１項に記載のナノろ過膜又は逆浸透膜の阻止率向上剤を
水で希釈して得たポリアルキレングリコール鎖を有する化合物の濃度が０．０１～１０ｍ
ｇ／Ｌの水溶液を、芳香族ポリアミドよりなるナノろ過膜又は逆浸透膜に接触させること
により阻止率を向上させてなることを特徴とするナノろ過膜又は逆浸透膜、



(5) JP 5151152 B2 2013.2.27

10

20

30

40

50

（７）(１)ないし(４)のいずれか１項に記載のナノろ過膜又は逆浸透膜の阻止率向上剤を
水で希釈して得たポリアルキレングリコール鎖を有する化合物の濃度が０．０１～１０ｍ
ｇ／Ｌの水溶液を、芳香族ポリアミドよりなるナノろ過膜又は逆浸透膜に接触させること
により阻止率を向上させてなるナノろ過膜又は逆浸透膜を用いて、被処理水を処理するこ
とを特徴とする水処理方法、
（８）少なくとも２つの膜モジュールを用い、被処理水を第１の膜モジュールに通水して
得られた濃縮水の少なくとも一部を第２の膜モジュールで処理する水処理方法であって、
第１の膜モジュール及び／又は第２の膜モジュールが、(１)ないし(４)のいずれか１項に
記載のナノろ過膜又は逆浸透膜の阻止率向上剤を水で希釈して得たポリアルキレングリコ
ール鎖を有する化合物の濃度が０．０１～１０ｍｇ／Ｌの水溶液を、芳香族ポリアミドよ
りなるナノろ過膜又は逆浸透膜に接触させることにより阻止率を向上させてなるナノろ過
膜又は逆浸透膜を用いたものであることを特徴とする水処理方法、
（９）被処理水が、ホウ素３～８ｍｇB／Ｌを含有する(７)又は(８)記載の水処理方法、
（１０）(１)ないし(４)のいずれか１項に記載のナノろ過膜又は逆浸透膜の阻止率向上剤
を水で希釈して得たポリアルキレングリコール鎖を有する化合物の濃度が０．０１～１０
ｍｇ／Ｌの水溶液を、芳香族ポリアミドよりなるナノろ過膜又は逆浸透膜に接触させるこ
とにより阻止率を向上させてなることを特徴とするナノろ過膜又は逆浸透膜を用いた水処
理装置、及び、
（１１）少なくとも２つの膜モジュールを有し、第２の膜モジュールは、第１の膜モジュ
ールの濃縮水側に接続されている水処理装置であって、第１の膜モジュール及び／又は第
２の膜モジュールが、(１)ないし(４)のいずれか１項に記載のナノろ過膜又は逆浸透膜の
阻止率向上剤を水で希釈して得たポリアルキレングリコール鎖を有する化合物の濃度が０
．０１～１０ｍｇ／Ｌの水溶液を、芳香族ポリアミドよりなるナノろ過膜又は逆浸透膜に
接触させることにより阻止率を向上させてなるナノろ過膜又は逆浸透膜を用いたものであ
ることを特徴とする水処理装置、
を提供するものである。
【発明の効果】
【００１５】
　本発明によれば、ナノろ過膜又は逆浸透膜について、透過流束を高く維持したまま、ナ
ノろ過膜又は逆浸透膜の阻止率、特に従来のナノろ過膜又は逆浸透膜では困難であった非
イオン性溶質に対する阻止率を向上させることができる。本発明の阻止率向上剤及び阻止
率向上方法は、未使用のナノろ過膜又は逆浸透膜のみならず、使用により劣化したナノろ
過膜又は逆浸透膜に適用して、膜を使用している場所で簡便かつ安全にその性能を回復さ
せることができる。また、本発明の水処理装置によれば、高度に浄化された透過水を高い
回収率で得ることができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１６】
　本発明のナノろ過膜又は逆浸透膜の阻止率向上剤は、重量平均分子量２,０００～６,０
００のポリアルキレングリコール鎖を有する化合物を含有する。ポリアルキレングリコー
ルは、アルキレングリコールの脱水重縮合により生成したと考えられる構造を有するが、
実際にはアルキレンオキシドのアルカリによるアニオン重合又はプロトン開始によるカチ
オン重合により製造することができる。本発明に用いる化合物が有するポリアルキレング
リコール鎖としては、例えば、ポリエチレングリコール鎖、ポリプロピレングリコール鎖
、ポリトリメチレングリコール鎖、ポリテトラメチレングリコール鎖などを挙げることが
できる。これらのグリコール鎖は、例えば、エチレンオキシド、プロピレンオキシド、オ
キセタン、テトラヒドロフランなどの開環重合により形成することができる。本発明に用
いるポリアルキレングリコール鎖を有する化合物としては、多分岐構造の化合物、例えば
、テトラヒドロフラン－３,４－ジオールの開環重合により得られる多分岐ポリエリスリ
トール、グリシドールの開環重合により得られる多分岐ポリグリセロールなどを挙げるこ
とができる。
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【００１７】
　本発明に用いる化合物のポリアルキレングリコール鎖は、重量平均分子量が２,０００
～６,０００であり、より好ましくは３,０００～５,０００である。ポリアルキレングリ
コール鎖の重量平均分子量が２,０００未満であると、ナノろ過膜又は逆浸透膜の阻止率
が十分に向上せず、処理後の定着性も低くなるおそれがある。ポリアルキレングリコール
鎖の重量平均分子量が６,０００を超えると、ナノろ過膜又は逆浸透膜の透過流束が大き
く低下するおそれがある。重量平均分子量は、ポリアルキレングリコール鎖を有する化合
物の水溶液をゲルパーミエーションクロマトグラフィー（ＧＰＣ）により分析し、得られ
たクロマトグラムからポリエチレンオキシド標準品の分子量に換算することにより求める
ことができる。
【００１８】
　本発明の阻止率向上剤を適用するナノろ過膜は、粒径が約２ｎｍ程度の粒子や高分子を
阻止する液体分離膜である。ナノろ過膜の膜構造としては、セラミック膜などの無機膜、
非対称膜、複合膜、荷電膜などの高分子膜などを挙げることができる。逆浸透膜は、膜を
介する溶液間の浸透圧差以上の圧力を高濃度側にかけて、溶質を阻止し、溶媒を透過する
液体分離膜である。逆浸透膜の膜構造としては、非対称膜、複合膜などの高分子膜などを
挙げることができる。本発明の阻止率向上剤を適用するナノろ過膜又は逆浸透膜の素材は
、芳香族系ポリアミドである。芳香族系ポリアミドに本発明の阻止率向上剤を特に好適に
適用することができる。本発明の阻止率向上剤は、未使用のナノろ過膜若しくは逆浸透膜
又は使用済みで性能が低下したナノろ過膜若しくは逆浸透膜のいずれにも適用することが
できる。ナノろ過膜又は逆浸透膜のモジュールに特に制限はなく、例えば、管状膜モジュ
ール、平面膜モジュール、スパイラル膜モジュール、中空糸膜モジュールなどを挙げるこ
とができる。
【００１９】
　本発明においては、ポリアルキレングリコール鎖を有する化合物として、ポリアルキレ
ングリコール鎖にイオン性基が導入された化合物を用いることができる。イオン性基とし
ては、例えば、スルホ基－ＳＯ3Ｈ、カルボキシル基－ＣＯＯＨ、アミノ基－ＮＨ2、第四
級アンモニウム基－Ｎ+Ｒ3Ｘ

-などを挙げることができる。ナノろ過膜又は逆浸透膜は、
スケールの発生を防止するために、弱酸性条件でろ過操作を行うことが多く、その場合、
アニオンリッチになることから、強アニオン性のスルホ基の導入が有効である。ポリアル
キレングリコール鎖にスルホ基を導入する方法としては、例えば、ポリエチレングリコー
ル水溶液にエポキシプロパノールと亜硫酸ナトリウムを添加し、７０～９０℃、還流条件
下で反応させることにより、式［１］又は式［２］で示されるスルホン化ポリエチレング
リコールを合成することができる。
【化１】

ただし、（Ｘ、Ｙ）は、（Ｈ、ＣＨ2ＯＨ）又は（ＣＨ2ＯＨ、Ｈ）である。しかし、スル
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ホン化ポリエチレングリコールは式［１］又は式［２］で示される化合物に限定されるも
のではなく、例えば、式［３］で示される化合物、式［４］で示される化合物などを例示
することができる。
【化２】

【００２０】
　本発明においては、イオン性が基導入されていないポリアルキレングリコール鎖を有す
る水溶液でナノろ過膜又は逆浸透膜を処理し、膜にイオン性基が導入されていないポリア
ルキレングリコール鎖を有する化合物を吸着させることにより、非イオン性低分子の阻止
率を向上させることができる。また、イオン性基が導入されたポリアルキレングリコール
鎖を有する水溶液でナノろ過膜又は逆浸透膜を処理し、膜にイオン性基が導入されたポリ
アルキレングリコール鎖を有する化合物を吸着させることにより、イオン性溶質の阻止率
を向上させることができる。前者においても、イオン性溶質の阻止率は向上するが、後者
の方が向上効果は高く、逆に、後者においても、非イオン性溶質の阻止率が向上するが、
前者の方が向上効果が高い。従って、分離対象、目的に応じて両者を使い分けることが望
ましい。本発明は、ナノろ過膜、あるいは逆浸透膜の阻止率を向上させる発明であり、ベ
ースとなる膜の阻止率が高い場合は、その阻止率に応じて、さらに高い阻止率を与えるこ
とが可能である。
【００２１】
　本発明のナノろ過膜又は逆浸透膜の阻止率向上剤によれば、重量平均分子量２,０００
～６,０００のポリアルキレングリコール鎖を有する化合物を用いることにより、逆浸透
膜の透過流束を高く維持したまま、逆浸透膜の阻止率を向上し、従来の逆浸透膜では除去
困難であった低分子量の非イオン性有機物や、ホウ素、シリカなどを効果的に除去するこ
とができる。
【００２２】
　本発明においては、ポリアルキレングリコール鎖がポリエチレングリコール鎖であるこ
とが好ましい。ポリエチレングリコール鎖を有する化合物は、水溶性が大きいので阻止率
向上剤として取り扱いやすく、複合膜表面に対する親和性が高いので、処理後の経時的な
性能低下が少ない。
【００２３】
　本発明のナノろ過膜又は逆浸透膜の阻止率向上剤は、無機電解質又は水溶性有機化合物
からなる阻止率確認トレーサーを含有させることができる。ポリアルキレングリコール鎖
を有する化合物とともに、トレーサーを含有する水をナノろ過膜又は逆浸透膜に通水する
ことにより、ナノろ過膜又は逆浸透膜の阻止率を経時的に確認して、処理の継続又は停止
を判断することができる。通水処理時間は、通常は１～５０時間であることが好ましく、
２～２４時間であることがより好ましいが、透過水のトレーサー濃度が所定の値に達した
とき、ナノろ過膜又は逆浸透膜の阻止率は所定の値になったと判断し、阻止率向上処理を
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終了することができる。この方法によれば、阻止率向上剤の水溶液とナノろ過膜又は逆浸
透膜との接触時間を必要十分な最小限の長さに制御することができ、ナノろ過膜又は逆浸
透膜の通常運転を直ちに開始することができる。また、異なる阻止率向上剤を用いて複数
回の阻止率向上処理を行う場合も、切り替えのタイミングを逸することなく、複数回の処
理を効率的に行うことができる。トレーサーとして用いる無機電解質としては、例えば、
塩化ナトリウムや硝酸ナトリウム、そして弱電解質のホウ酸などを挙げることができるが
、取扱い性の容易さから塩化ナトリウムを好適に用いることができる。トレーサーとして
用いる水溶性有機化合物としては、例えば、イソプロピルアルコール、グルコース及び尿
素などを挙げることができるが、取扱い性の容易さからイソプロピルアルコールを好適に
用いることができる。トレーサーの濃度は、塩化ナトリウムなどの無機強電解質の場合は
、１０～１,０００ｍｇ／Ｌであることが好ましく、１００～５００ｍｇ／Ｌであること
がより好ましい。その他のホウ酸などの無機弱電解質や、イソプロピルアルコールなどの
水溶性有機物の場合は、１～５,０００ｍｇ／Ｌであることが好ましく、５～１,０００ｍ
ｇ／Ｌであることがより好ましい。
【００２４】
　本発明のナノろ過膜又は逆浸透膜の阻止率向上方法においては、本発明のナノろ過膜又
は逆浸透膜の阻止率向上剤を水で希釈し、ポリアルキレングリコール鎖を有する化合物の
濃度が０.０１～１０ｍｇ／Ｌ、好ましくは０.１～５ｍｇ／Ｌとした、水溶液を、ナノろ
過膜又は逆浸透膜に接触、好ましくは透過液が生じる操作圧力で通水する。操作圧力は、
実使用時と同程度の圧力であることが好ましい。ポリアルキレングリコール鎖を有する化
合物の濃度は、濃度分極を考慮して適切な濃度を選択することができる。低濃度の水溶液
を通水して、ろ過操作を行うことにより、通水経路に効率的に薄い吸着層を形成し、透過
流束の低下を最小限に抑えることができる。ポリアルキレングリコール鎖を有する化合物
の濃度が０.０１ｍｇ／Ｌ未満であると、吸着層が不完全になって、阻止率が十分に向上
しないおそれがある。ポリアルキレングリコール鎖を有する化合物の濃度が１０ｍｇ／Ｌ
を超えると、吸着層が厚くなりすぎて、透過流束が大きく低下するおそれがある。
【００２５】
　本発明のナノろ過膜又は逆浸透膜の阻止率向上方法は、未使用のナノろ過膜若しくは逆
浸透膜又は阻止率が未使用の膜と等しいナノろ過膜若しくは逆浸透膜に適用することがで
きる。未使用のナノろ過膜若しくは逆浸透膜又は阻止率が未使用の膜と等しいナノろ過膜
若しくは逆浸透膜を、阻止率向上剤を用いて処理することにより、阻止率を向上すること
ができる。更に、他の有機物質の吸着による透過流束の経時的な低下を低減することもで
きる。
【００２６】
　本発明のナノろ過膜又は逆浸透膜の阻止率向上方法は、劣化により阻止率が未使用のナ
ノろ過膜又は逆浸透膜よりも低下したナノろ過膜又は逆浸透膜に適用することができる。
阻止率が低下したナノろ過膜又は逆浸透膜を、阻止率向上剤を用いて処理することにより
、阻止率を向上することができる。
【００２７】
　本発明のナノろ過膜又は逆浸透膜は、ナノろ過膜又は逆浸透膜の阻止率向上剤を水で希
釈し、ポリアルキレングリコール鎖を有する化合物の、好ましくは濃度が０.０１～１０
ｍｇ／Ｌとした、水溶液を、ナノろ過膜又は逆浸透膜に接触、好ましくは通水することに
より阻止率を向上させてなるナノろ過膜又は逆浸透膜である。本発明のナノろ過膜又は逆
浸透膜は、阻止率向上処理に使用したモジュールに装着した状態で使用することができ、
あるいは、モジュールから脱着して別のモジュールに装着して使用することもできる。す
なわち、モジュールＡから脱着したナノろ過膜又は逆浸透膜を、モジュールＢに装着して
阻止率を向上させた後に脱着し、モジュールＣに装着して使用するとしたとき、モジュー
ルＡ、モジュールＢ及びモジュールＣは、同一のモジュールであっても、すべて異なるモ
ジュールであってもよい。モジュールに装着して阻止率向上処理を施すには、阻止率向上
剤の水溶液をモジュールの一次側に供給することによって行い、透過液を排出させながら
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処理することが好ましい。
【００２８】
　本発明のナノろ過膜又は逆浸透膜の用途に特に制限はなく、例えば、未使用のナノろ過
膜又は逆浸透膜よりも高い阻止率が求められる用水系や、未使用のナノろ過膜又は逆浸透
膜よりも阻止率が低下したナノろ過膜又は逆浸透膜の阻止率を回復させた場合の排水処理
系などを挙げることができる。本発明のナノろ過膜又は逆浸透膜は、重量平均分子量２,
０００～６,０００のポリアルキレン鎖を有する化合物の吸着によって阻止率を向上させ
ているために、排水処理系において要求される処理水質を満たすのみならず、被処理水中
に含まれる汚染物質の吸着をも低減することができ、場合によっては、通常のナノろ過膜
や逆浸透膜よりも高い透過流束を長期間にわたって維持することができる。
【００２９】
　本発明の水処理方法は、本発明のナノろ過膜又は逆浸透膜の阻止率向上剤を水で希釈し
、ポリアルキレングリコール鎖を有する化合物の、好ましくは濃度が０.０１～１０ｍｇ
／Ｌとした水溶液を、ナノろ過膜又は逆浸透膜に接触、好ましくは通水することにより阻
止率を向上させてなるナノろ過膜又は逆浸透膜を用いて、被処理水を処理する水処理方法
である。
【００３０】
　本発明の水処理方法は、少なくとも２つの膜モジュールを用い、被処理水を第１の膜モ
ジュールに通水して得られた濃縮水の少なくとも一部を第２の膜モジュールで処理する水
処理方法であって、第１の膜モジュール及び／又は第２の膜モジュールが、本発明の阻止
率向上剤を水で希釈し、ポリアルキレングリコール鎖を有する化合物の、好ましくは濃度
が０.０１～１０ｍｇ／Ｌとした水溶液を、ナノろ過膜又は逆浸透膜に接触させることに
より阻止率を向上させてなるナノろ過膜又は逆浸透膜を用いることができる。
【００３１】
　本発明の水処理方法を適用する被処理水に特に制限はなく、例えば、無機電解質を含有
する水、低分子量の非イオン性有機物を含有する水、ホウ素を含有する水、シリカを含有
する水などを挙げることができる。これらの中で、ホウ素を含有する被処理水に本発明の
水処理方法を好適に適用することができ、ホウ素３～８ｍｇB／Ｌを含有する被処理水（
例えば海水）の淡水化処理に特に好適に適用することができる。従来の逆浸透膜を用いた
処理では、ホウ素濃度１～３ｍｇ／Ｌ程度までしか除去できなかったものが、このような
濃度範囲の被処理水においても、本発明の水処理方法を適用することで、さらにホウ素濃
度を低減することが可能となる。
【００３２】
　本発明の水処理装置は、本発明の阻止率向上剤を水で希釈し、ポリアルキレングリコー
ル鎖を有する化合物の、好ましくは濃度が０.０１～１０ｍｇ／Ｌとした水溶液を、ナノ
ろ過膜又は逆浸透膜に接触、好ましくは通水することにより阻止率を向上させてなるナノ
ろ過膜又は逆浸透膜を用いた水処理装置である。
【００３３】
　本発明の水処理装置は、少なくとも２つの膜モジュールを用い、被処理水を第１の膜モ
ジュールに通水して得られた濃縮水の少なくとも一部を第２の膜モジュールで処理する水
処理装置であって、第１の膜モジュール及び／又は第２の膜モジュールが、本発明の阻止
率向上剤を水で希釈し、ポリアルキレングリコール鎖を有する化合物の、好ましくは濃度
が０.０１～１０ｍｇ／Ｌとした水溶液を、ナノろ過膜又は逆浸透膜に接触させることに
より阻止率を向上させてなるナノろ過膜又は逆浸透膜を用いることができる。
【００３４】
　なお、本発明の水処理方法及び水処理装置は、ナノろ過膜や逆浸透膜を用いる水処理方
法及び水処理装置に用いることができ、具体的には海水やかん水の淡水化、排水の回収、
及び、純水や超純水の製造などに用いることができる。本発明の水処理方法及び水処理装
置では、ナノろ過膜は逆浸透膜の目詰まりやファウリングを防止する目的で、前処理装置
として活性炭塔、凝集沈殿装置、凝集加圧浮上装置、ろ過装置あるいは脱炭酸装置を設け
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ろ過装置などを用いることができる。前処理装置としては、更にプレフィルターを設けて
もよい。また、ナノろ過膜や逆浸透膜は酸化劣化を受けやすいため、必要に応じて原水に
含まれる酸化剤（酸化劣化誘発物質）を除去する装置を設けることが好ましい。このよう
な酸化劣化誘発物質を除去する装置としては、活性炭塔や還元剤注入装置などを用いるこ
とができる。特に活性炭塔は有機物も除去することが可能であり、上述の通りファウリン
グ防止手段として兼用することができる。
【００３５】
　また、本発明の水処理方法及び水処理装置で超純水を製造する場合には、後段に脱炭酸
手段、イオン交換装置、電気再生式脱イオン装置、ＵＶ酸化装置、ミックス樹脂装置、限
外ろ過装置などが設けられる。
【実施例】
【００３６】
　以下に、実施例を挙げて本発明をさらに詳細に説明するが、本発明はこれらの実施例に
よりなんら限定されるものではない。
　なお、本実施例では阻止率は以下式によって算出した。
　　阻止率＝１－(溶質の透過液濃度×２)／(溶質の供給液濃度＋溶質の濃縮液濃度)
実施例１
　ポリエチレングリコールの重量平均分子量と、尿素水溶液の透過流束及び阻止率の関係
を調べた。
　逆浸透膜［日東電工(株)、ＥＳ２０］を膜面積８ｃｍ2の平膜セルに設置し、濃度５０
ｍｇ／Ｌの尿素水溶液を、圧力０.７５ＭＰａで通水した。透過流束は１.０２４ｍ3／(ｍ
2・ｄ)であり、阻止率は０.１５４であった。
　逆浸透膜を設置した同じ平膜セルに、重量平均分子量４００のポリエチレングリコール
の濃度１ｍｇ／Ｌの水溶液を、圧力０.７５ＭＰａで２０時間通水したのち、濃度５０ｍ
ｇ／Ｌの尿素水溶液を、圧力０.７５ＭＰａで通水した。透過流束は１.０８７ｍ3／(ｍ2

・ｄ)であり、阻止率は０.１４８であった。
　使用するポリエチレングリコールの重量平均分子量を、１,０８０、１,４７０、２,０
００、４,０００、６,０００又は７,１００として、同じ試験を行った。重量平均分子量
２,０００のとき、透過流束０.８５３ｍ3／(ｍ2・ｄ)、阻止率０.２５４であり、重量平
均分子量４,０００のとき、透過流束０.６９８ｍ3／(ｍ2・ｄ)、阻止率０.３２２であり
、重量平均分子量６,０００のとき、透過流束０.５５９ｍ3／(ｍ2・ｄ)、阻止率０.３６
２であった。
【００３７】
比較例１
　ポリエチレングリコール水溶液の代わりに、重量平均分子量２２,０００のポリビニル
アルコールの濃度１ｍｇ／Ｌの水溶液、又は、重量平均分子量７５,０００のポリエチレ
ンイミンの濃度１ｍｇ／Ｌの水溶液を用いて、同じ試験を行った。
　ポリビニルアルコールを用いたとき、透過流束０.７３６ｍ3／(ｍ2・ｄ)、阻止率０.２
３１であり、ポリエチレンイミンを用いたとき、透過流束０.７５０ｍ3／(ｍ2・ｄ)、阻
止率０.２１８であった。
　実施例１及び比較例１の結果を、第１表に示す。
【００３８】
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【表１】

【００３９】
　第１表に見られるように、ポリエチレングリコールの重量平均分子量が１,４７０以下
では阻止率を向上させる効果が弱く、重量平均分子量が７,１００以上では透過流束の低
下が大きく、その割には阻止率向上効果が小さい。重量平均分子量２,０００～６,０００
のポリエチレングリコール、より好ましくは重量平均分子量４,０００程度のポリエチレ
ングリコールが、透過流束を大幅に低下させることなく、尿素の阻止率を向上させること
ができる。
　重量平均分子量２２,０００のポリビニルアルコール又は重量平均分子量７５,０００の
ポリエチレンイミンは、実施例１で用いたポリエチレングリコールより重量平均分子量が
大きいが、透過流束を低下させることなく、阻止率を向上させる効果は小さいことが分か
る。
【００４０】
実施例２
　ポリエチレングリコール又はスルホン化ポリエチレングリコールを用いた処理における
イソプロピルアルコール水溶液の透過流束及び阻止率を調べた。
　逆浸透膜［日東電工(株)、ＥＳ２０］を膜面積８ｃｍ2の平膜セルに設置し、濃度３０
０ｍｇ／Ｌのイソプロピルアルコール水溶液を、圧力０.７５ＭＰａで通水した。透過流
束は１.０６９ｍ3／(ｍ2・ｄ)であり、阻止率は０.７７８であった。
　逆浸透膜を設置した同じ平膜セルに、重量平均分子量４,０００のポリエチレングリコ
ールの濃度１ｍｇ／Ｌの水溶液を、圧力０.７５ＭＰａで２０時間通水したのち、濃度３
００ｍｇ／Ｌのイソプロピルアルコール水溶液を、圧力０.７５ＭＰａで通水した。透過
流束は０.６２４ｍ3／(ｍ2・ｄ)であり、阻止率は０.８７９であった。
　重量平均分子量４,０００のポリエチレングリコールの代わりに、スルホン化ポリエチ
レングリコールを用いて、同じ試験を行った。なお、スルホン化ポリエチレングリコール
は、重量平均分子量４,０００のポリエチレングリコール１ｍｍｏｌ／Ｌ、２,３－エポキ
シ－１－プロパノール１００ｍｍｏｌ／Ｌ及び亜硫酸ナトリウム１００ｍｍｏｌ／Ｌの水
溶液を、温度８０℃で２０分間還流することで合成した。透過流束は０.７２９ｍ3／(ｍ2

・ｄ)であり、阻止率は０.８０４であった。
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【００４１】
実施例３
　濃度３００ｍｇ／Ｌのイソプロピルアルコール水溶液の代わりに、濃度５００ｍｇ／Ｌ
の塩化ナトリウム水溶液を用いて、実施例２と同じ試験を行った。
　逆浸透膜にポリマー水溶液を通水しないとき、透過流束は０.９５５ｍ3／(ｍ2・ｄ)で
あり、阻止率は０.９７１であった。逆浸透膜にポリエチレングリコール水溶液を通水し
たとき、透過流束は０.５８９ｍ3／(ｍ2・ｄ)であり、阻止率は０.９７８であった。逆浸
透膜にスルホン化ポリエチレングリコール水溶液を通水したとき、透過流束は０.６１９
ｍ3／(ｍ2・ｄ)であり、阻止率は０.９８６であった。
　実施例２～３の結果を、第２表に示す。
【００４２】
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【表２】

【００４３】
　第２表に見られるように、ポリエチレングリコールを用いると、塩化ナトリウムよりも
イソプロピルアルコールの阻止率向上効果が高く、透過流束が６０％程度に低下している
。スルホン化ポリエチレングリコールを用いると、イソプロピルアルコールの阻止率向上
効果はポリエチレングリコールよりも劣るが、透過流束の低下が小さい。また、スルホン
化ポリエチレングリコールを用いると、塩化ナトリウムの阻止率の向上効果が大きい。
【００４４】
実施例４
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　海水淡水化用逆浸透膜を用いて、ホウ酸水溶液について、阻止率向上効果の持続性を調
べた。
　海水淡水化用逆浸透膜［東レ(株)、ＴＭ８０］を膜面積８ｃｍ2の平膜セルに設置し、
濃度約７ｍｇB／Ｌのホウ酸水溶液を、圧力３.０ＭＰａで通水した。透過流束は１.１１
ｍ3／(ｍ2・ｄ)であり、供給液のホウ素濃度は６.８３ｍｇB／Ｌ、濃縮液のホウ素濃度は
１２.８９ｍｇB／Ｌ、透過液のホウ素濃度は２.７７ｍｇB／Ｌであった。
　逆浸透膜を設置した同じ平膜セルに、重量平均分子量４,０００のスルホン化ポリエチ
レングリコールの濃度０.１ｍｇ／Ｌの水溶液を、圧力３.０ＭＰａで２０時間通水した。
次いで、濃度約７ｍｇB／Ｌのホウ酸水溶液を４１０時間にわたって通水し、透過流束と
、供給液、濃縮液及び透過液のホウ素濃度を測定した。
　スルホン化ポリエチレングリコール水溶液の通水終了後１～５時間の間は、透過流束は
０.８３ｍ3／(ｍ2・ｄ)であり、ホウ素濃度は、供給液６.７７ｍｇB／Ｌ、濃縮液１０.９
２ｍｇB／Ｌ、透過液１.３８ｍｇB／Ｌであった。
　スルホン化ポリエチレングリコール水溶液の通水終了後４００～４１０時間の間は、透
過流束は０.７９ｍ3／(ｍ2・ｄ)であり、ホウ素濃度は、供給液７.０４ｍｇB／Ｌ、濃縮
液１０.６２ｍｇB／Ｌ、透過液１.０７ｍｇB／Ｌであった。
　この間の透過流束と、各液のホウ素濃度を第３表に示す。
【００４５】
【表３】

【００４６】
　逆浸透膜にスルホン化ポリエチレングリコール水溶液を通水する前は、透過液のホウ素
濃度は２.７７ｍｇB／Ｌであったが、逆浸透膜にスルホン化ポリエチレングリコール水溶
液を通水したのちは、透過液のホウ素濃度は１.０７～１.３８ｍｇB／Ｌに減少している
。また、逆浸透膜にスルホン化ポリエチレングリコール水溶液を通水した直後の透過流束
が０.８３ｍ3／(ｍ2・ｄ)であったのに対して、４００時間経過後の透過流束は０.７９ｍ
3／(ｍ2・ｄ)であり、逆浸透膜の性能は４００時間以上維持されている。
【００４７】
実施例５
　逆浸透膜スパイラルエレメントをポリエチレングリコール水溶液で処理し、塩化ナトリ
ウム水溶液とホウ酸水溶液について、透過流束と阻止率を調べた。
　４インチ超低圧逆浸透膜スパイラルエレメント［日東電工(株)、ＥＳ２０－Ｄ４］に、
純水を圧力０.７５ＭＰａで通水した。透過流束は、１.０６５ｍ3／(ｍ2・ｄ)であった。
この逆浸透膜スパイラルエレメントに、濃度４００ｍｇ／Ｌの塩化ナトリウム水溶液を、
圧力０.７５ＭＰａで通水した。透過流束は０.９５８ｍ3／(ｍ2・ｄ)であり、阻止率は０
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.９９５２であった。次いで、濃度７ｍｇB／Ｌのホウ酸水溶液を、圧力０.７５ＭＰａで
通水した。透過流束は１.０８ｍ3／(ｍ2・ｄ)であり、阻止率は０.４９５であった。
　同じ逆浸透膜スパイラルエレメントに、重量平均分子量４,０００のポリエチレングリ
コール４ｍｇ／Ｌと、塩化ナトリウム４００ｍｇ／Ｌを含む水溶液を、圧力０.７５ＭＰ
ａで通水し、１時間後に、透過液の電気伝導率が１／２になったことを確認して処理を終
了した。
　ポリエチレングリコールによる処理を終了した逆浸透膜スパイラルエレメントに、純水
を圧力０.７５ＭＰａで通水した。透過流束は、０.８０８ｍ3／(ｍ2・ｄ)であった。この
逆浸透膜スパイラルエレメントに、濃度４００ｍｇ／Ｌの塩化ナトリウム水溶液を、圧力
０.７５ＭＰａで通水した。透過流束は０.７７０ｍ3／(ｍ2・ｄ)であり、阻止率は０.９
９７８であった。次いで、濃度７ｍｇB／Ｌのホウ酸水溶液を、圧力０.７５ＭＰａで通水
した。透過流束は０.８２ｍ3／(ｍ2・ｄ)であり、阻止率は０.５８３であった。
　ポリエチレングリコールによる処理前と処理後の逆浸透膜スパイラルエレメントについ
て、純水の透過流束、塩化ナトリウム水溶液の透過流束と阻止率、ホウ酸水溶液の透過流
束と阻止率を、第４表に示す。
【００４８】
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【表４】

【００４９】
　第４表に見られるように、逆浸透膜スパイラルエレメントのポリエチレングリコールに
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％減少している。スパイラル膜エレメントの場合は、平膜と比べて濃度分極が小さいため
に、通水するポリエチレングリコール水溶液の濃度が高くても、透過流束の低下は小さく
、全体的に阻止率も高い値が得られている。
【００５０】
実施例６
　ナノろ過膜にスルホン化ポリエチレングリコール水溶液を通水して処理したのち、塩化
ナトリウム水溶液、硝酸ナトリウム水溶液又はイソプロピルアルコール水溶液を通水して
透過流束と阻止率を測定した。
　ナノろ過透膜［日東電工(株)、ＬＥＳ９０］を膜面積８ｃｍ2の平膜セルに設置し、濃
度５００ｍｇ／Ｌの塩化ナトリウム水溶液を、圧力０.５ＭＰａで通水した。透過流束は
１.１０８ｍ3／(ｍ2・ｄ)であり、阻止率は０.８９７であった。次に、濃度５００ｍｇ／
Ｌの硝酸ナトリウム水溶液を、圧力０.５ＭＰａで通水した。透過流束は１.２２６ｍ3／(
ｍ2・ｄ)であり、阻止率は０.７９６であった。さらに、濃度３００ｍｇ／Ｌのイソプロ
ピルアルコール水溶液を、圧力０.５ＭＰａで通水した。透過流束は１.３２２ｍ3／(ｍ2

・ｄ)であり、阻止率は０.４３９であった。
　次いで、ナノろ過膜を設置した同じ平膜に、重量平均分子量４,０００のスルホン化ポ
リエチレングリコールの濃度１ｍｇ／Ｌの水溶液を、圧力０.５ＭＰａで２０時間通水し
たのち、濃度５００ｍｇ／Ｌの塩化ナトリウム水溶液を、圧力０.５ＭＰａで通水した。
透過流束は０.６０２ｍ3／(ｍ2・ｄ)であり、阻止率は０.９５５であった。次に、濃度５
００ｍｇ／Ｌの硝酸ナトリウム水溶液を、圧力０.５ＭＰａで通水した。透過流束は０.６
５６ｍ3／(ｍ2・ｄ)であり、阻止率は０.９１５であった。さらに、濃度３００ｍｇ／Ｌ
のイソプロピルアルコール水溶液を、圧力０.５ＭＰａで通水した。透過流束は０.７２７
ｍ3／(ｍ2・ｄ)であり、阻止率は０.７１２であった。
　ナノろ過膜を設置した同じ平膜に通水する重量平均分子量４,０００のスルホン化ポリ
エチレングリコール水溶液の濃度を０.５ｍｇ／Ｌ又は０.１ｍｇ／Ｌとして、同じ操作を
行った。
　スルホン化ポリエチレングリコール水溶液による通水処理前と、通水処理後の透過流束
と阻止率を、第５表に示す。
【００５１】
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【表５】

【００５２】
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　第５表に見られるように、重量平均分子量４,０００のスルホン化ポリエチレングリコ
ールの濃度１ｍｇ／Ｌ、０.５ｍｇ／Ｌ又は０.１ｍｇ／Ｌの水溶液をナノろ過膜に通水す
ることにより、塩化ナトリウム水溶液、硝酸ナトリウム水溶液及びイソプロピルアルコー
ル水溶液の阻止率を、透過流束の大幅な低下を伴うことなく、向上させることができる。
【００５３】
実施例７
　性能が劣化した逆浸透膜スパイラルエレメントの修復を行った。
　酸化剤との接触によって大きく溶質阻止性能が劣化した４インチ低圧逆浸透膜スパイラ
ルエレメント［日東電工(株)、ＮＴＲ７５９ＨＲ］は、操作圧力１.２ＭＰａで、純水の
透過流束が１.５５２ｍ3／(ｍ2・ｄ)であり、濃度５００ｍｇ／Ｌの塩化ナトリウム水溶
液の透過流束が１.２４１ｍ3／(ｍ2・ｄ)、阻止率が０.８７８であった。
　この逆浸透膜スパイラルエレメントに、重量平均分子量４,０００のスルホン化ポリエ
チレングリコールの濃度１ｍｇ／Ｌの水溶液を、操作圧力１.２ＭＰａで、２０時間通水
した。通水により修復した逆浸透膜スパイラルエレメントは、操作圧力１.２ＭＰａで、
純水の透過流束が１.２４２ｍ3／(ｍ2・ｄ)であり、濃度５００ｍｇ／Ｌの塩化ナトリウ
ム水溶液の透過流束が０.９９２ｍ3／(ｍ2・ｄ)、阻止率が０.９６８であった。
【００５４】
比較例２
　性能が劣化した逆浸透膜スパイラルエレメントの修復を試みた。
　実施例７と同種の酸化剤との接触によって大きく溶質阻止性能が劣化した４インチ低圧
逆浸透膜スパイラルエレメントについて、重量平均分子量４,０００のスルホン化ポリエ
チレングリコールの代わりに、重量平均分子量２２,０００のポリビニルアルコール又は
重量平均分子量７５,０００のポリエチレンイミンを用いて、実施例７と同じ操作を行っ
た。
　ポリビニルアルコールを用いたとき、修復前の純水の透過流束１.４５４ｍ3／(ｍ2・ｄ
)、濃度５００ｍｇ／Ｌの塩化ナトリウム水溶液の透過流束１.２１０ｍ3／(ｍ2・ｄ)、阻
止率０.８９８から、処理後は、純水の透過流束１.０４５ｍ3／(ｍ2・ｄ)、濃度５００ｍ
ｇ／Ｌの塩化ナトリウム水溶液の透過流束０.８９１ｍ3／(ｍ2・ｄ)、阻止率０.９１８と
なった。
　ポリエチレンイミンを用いたとき、修復前の純水の透過流束１.５６８ｍ3／(ｍ2・ｄ)
、濃度５００ｍｇ／Ｌの塩化ナトリウム水溶液の透過流束１.２５３ｍ3／(ｍ2・ｄ)、阻
止率０.８７８から、処理後は、純水の透過流束１.１９７ｍ3／(ｍ2・ｄ)、濃度５００ｍ
ｇ／Ｌの塩化ナトリウム水溶液の透過流束０.９７０ｍ3／(ｍ2・ｄ)、阻止率０.９２２と
なった。
　実施例７及び比較例２の結果を、第６表に示す。
【００５５】
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【表６】

【００５６】
　第６表に見られるように、酸化剤との接触によって溶質阻止性能が劣化した逆浸透膜ス
パイラルエレメントにスルホン化ポリエチレングリコール水溶液を通水した実施例７では
、塩化ナトリウム水溶液について、透過流束の低下が少なく、阻止率も向上し、中水の製
造目的であれば、使用が可能な水準まで性能が回復している。
　これに対して、劣化した逆浸透膜スパイラルエレメントにポリビニルアルコール水溶液
又はポリエチレンイミン水溶液を通水した比較例２では、実施例７と比べて、透過流束の
低下が大きいにもかかわらず、阻止率の向上の程度が小さい。
実施例８
　ポリプロピレングリコールの効果を確認するために、重量平均分子量４,０００のポリ
プロピレングリコールを用い、実施例４と同じ条件で試験を行った。結果を第７表に示す
。
【００５７】
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【表７】

【００５８】
　ポリプロピレングリコールでもホウ素の阻止率を向上させる効果があり、その効果が維
持されることが分かる。同じ分子量のポリエチレングリコールと比較すると、阻止率向上
効果は小さいものの、透過流束の低下が小さい。
比較例３
　２つの膜モジュールを用い、被処理水を第１の膜モジュールに通水して得られた濃縮水
を第２の膜モジュールで処理する水処理方法及び水処理装置に、本発明の阻止率向上剤で
処理した逆浸透膜を用いる場合の効果について確認した。
　第１の膜モジュール及び第２の膜モジュールとして日東電工(株)製の４インチスパイラ
ル逆浸透膜「ＮＴＲ－７５９ＨＲ」をハウジングに収容してモジュールとしたものを用い
、水道水の処理を行った。なお、第１の膜モジュールからの濃縮水の全量を第２の膜モジ
ュールへ供給し、第２の膜モジュールの透過水は第１の膜モジュールへ供給水となるよう
返送し、第２の膜モジュールの濃縮水は系外へ排出した。なお、運転条件は以下の通りで
ある。
　各モジュールからの透過水及び濃縮水の水質を、第８表に示す。
　　　水道水の供給量：５２ｍ3／ｈ
　　　第１の膜モジュールの透過水量：４９.５ｍ3／ｈ
　　　第１の膜モジュールの濃縮水量：５.５ｍ3／ｈ
　　　第２の膜モジュールの透過水量：３ｍ3／ｈ
　　　第２の膜モジュールの濃縮水量：２.５ｍ3／ｈ
　　　本装置全体での回収率：９５.２％
実施例９
　第２の膜モジュールとして、日東電工(株)製の４インチスパイラル逆浸透膜「ＮＴＲ－
７５９ＨＲ」をハウジングに収容した状態で、予め重量平均分子量４,０００のポリエチ
レングリコールの濃度１ｍｇ／Ｌの水溶液を、圧力０.７５ＭＰａで２０時間通水処理し
たものを用いた以外は、比較例３と同様の条件で水道水の処理を行った。結果を第８表に
示す。
実施例１０
　第１の膜モジュール及び第２の膜モジュールとして、日東電工(株)製の４インチスパイ
ラル逆浸透膜「ＮＴＲ－７５９ＨＲ」をハウジングに収容した状態で、予め重量平均分子
量４,０００のポリエチレングリコールの濃度１ｍｇ／Ｌの水溶液を、圧力０.７５ＭＰａ
で２０時間通水処理したものを用いた以外は、比較例３と同様の条件で水道水の処理を行
った。結果を第８表に示す。
【００５９】
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【表８】

【００６０】
　第８表から明らかなように、本発明の水処理方法及び水処理装置を用いることで、高い
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回収率で逆浸透膜処理しても、高度に脱塩された透過水を得ることができる。
【産業上の利用可能性】
【００６１】
　本発明によれば、ナノろ過膜又は逆浸透膜について、透過流束を高く維持したまま、ナ
ノろ過膜又は逆浸透膜の阻止率、特に従来のナノろ過膜又は逆浸透膜では困難であった非
イオン性溶質に対する阻止率を向上させることができる。本発明の阻止率向上剤及び阻止
率向上方法は、未使用のナノろ過膜又は逆浸透膜のみならず、使用により劣化したナノろ
過膜又は逆浸透膜に適用して、膜を使用している場所で簡便かつ安全にその性能を回復さ
せることができる。また、本発明の水処理装置によれば、高度に浄化された透過水を高い
回収率で得ることができる。
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